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1 地理的ディバイドの是正

○　事業計画（投資計画、サービ
ス提供計画等）の策定 

○　整備の推進 
○　加入促進キャンペーンの実施 
○　需要喚起活動 

○　公正競争条件の整備 
○　民間事業者に対する投資インセ
ンティブの付与 

○　地方公共団体に対する支援措置 
○　需要喚起 
○　技術開発の推進 
○　情報提供　等 

（都道府県） 
○　ビジョンの策定（整備目的・目標
等） 

○　市町村に対する財政的支援 
○　市町村に対する人材、情報面での
支援 

（市町村） 
○　住民ニーズ調査等実態の把握 
○　都道府県、事業者、地域社会との
連携による整備推進 

今後のブロードバンド整備においては、事業者・国・地方公共団体の連携による取組が重要 

事業者 

地方公共団体 国 

◇　競争政策の策定 
　・　コロケーション・ルール 
　・　アンバンドルルール　等 
 
◇　基盤法に係る措置 
　（投資インセンティブの付与） 
　・　低利融資、利子助成 
　・　税制優遇措置（国税、地方税） 
　・　債務保証 
 
◇　技術開発の促進 

◇　電気通信事業法に基
づく報告、その他情
報提供 

◇　サービス提供地
域等に関する情
報提供 

◇　光ファイバ貸与
の申込みや連携
方策の提言 

◇　地域のニーズに係
る情報提供 

◇　域内のブロードバ
ンド整備状況に関
する情報提供 

◇　交付金、地方財政措置等の財政支援 
◇　全国的なブロードバンド整備状況、
導入事例等に係る情報提供 

◇　人材育成支援 

◇　地方単独事業による支援措置 
　  （補助金等） 
◇　自己設置光ファイバ網等の開放 
◇　需要喚起活動（コンテンツの開
発、イベント実施、加入促進活
動への支援等） 

一般利用者 
地域住民 

協議の場 

図表3-7-1 事業者・国・地方公共団体等の連携によるブロードバンド整備の推進
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地域情報通信基盤整備推進交付金 市区町村（合併市町村又は連携主体を含む。）
等が地域の特性に応じた情報通信基盤を整
備する際の経費の1／3を補助（第3セクター
が整備する場合は1／4を補助） 

過疎、辺地、離島（奄美及び小笠原を
含む。）、半島、山村、豪雪及び沖縄県
のこれらに類する地域 

電気通信基盤充実臨時措置法利子助成制 
度 

施設整備に必要な資金の借入れに係る利払
いに充てる費用の一部につき、情報通信研
究機構が利子助成金を交付 
【助成幅】最大2.0％ 
【助成後下限金利】 
過疎地域等条件不利地域　当初5年間 
1.6％※　6年目以降2.1％ 
その他の地域　　　　　　当初5年間 
2.0％　6年目以降2.5％ 
※財投金利が1.6％を下回る場合は財投金利
を適用 

ブロードバンド基盤整備を行う民間事
業者 

移動通信用鉄塔施設整備事業 市町村による移動通信用鉄塔の設置に要す
る経費の1／2を補助 

過疎、辺地、離島（小笠原、奄美及び
沖縄を含む。）、半島、山村、特定農
山村、豪雪地帯 

無線システム普及支援事業 公益法人による有線伝送路の貸与に要する
費用の1／2又は2／3を補助 

過疎、辺地、離島（小笠原、奄美及び
沖縄を含む。）、半島、山村、特定農
山村、豪雪地帯 

民放テレビ放送 
難視聴解消施設整備事業 
（平成3年度～） 

市町村が整備する共同受信施設及び中継施
設の設置に要する経費の1／3を補助 
（過疎地等以外の市町村が中継施設を設置
する場合は1／4を補助） 

地上系民放テレビ放送が1波も良好に
受信できない地域 

衛星放送受信設備設置助成制度 
（平成2年度～） 

個人又は団体が、NHKの衛星放送受信設備
の設置に要する経費の1／4を補助 

地形等（建造物を除く）によるNHKの
テレビジョン（地上）放送の難視聴地
域において、衛星放送を受信するため
の設備を設置した者 

事　業　名  対象地域又は対象者  事　業　の　概　要 

図表3-7-2 地理的ディバイドの克服に向けた各事業の概要

１第6節1（3）地域の情報化の推進　参照



1 利用環境のユニバーサル化

2 高齢者・障害者の個別ニーズに合わせたICT利
活用支援

3 字幕番組・解説番組等の充実に向けた取組

SECTION 07

第　節7 デジタル・ディバイドの解消及び人材育成

第

章
3

情
報
通
信
政
策
の
動
向

平成18年版　情報通信白書216

２「みんなの公共サイト運用モデル」の詳細は以下を参照（http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/w_access/index.html）

2 情報バリアフリー化の促進 ～年齢的・身体的な条件に基づくICT利用格差の是正～
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1 ウェブアクセシビリティの重要性

情報通信技術の進歩により、様々なサービスがインターネットを通じて提供されるようになってきてい

るが、これらは高齢者や障害者にとっても様々な恩恵をもたらすものとして期待されている。例えば、以

前は印刷物での情報提供しかなかったものが、ホームページでの情報提供が行われるようになったことで、

全盲の視覚障害者でも画面読み上げソフト等を利用することにより、他人の力を借りずに情報を入手でき

るようになっている。また、今後電子申請が一般的になれば、移動が不自由な高齢者や障害者が自宅にい

ながら様々な行政手続を行うことが可能となる。

しかしながら、ICTを活用して提供されるサービスが充実すればするほど、それらのサービスが利用でき

ない場合の不利益も深刻となり、障害者や高齢者も含めたあらゆる人々がそれらのサービスを利用するこ

とができること、すなわちアクセシビリティの確保が重要な課題となっている。

総務省では、ウェブアクセシビリティの重要性への理解を促すため、障害者のウェブ利用の様子を紹介

するビデオ映像や、実際の取組の際に有用な手順書・ワークシート等をホームページにおいて公開してい

る。
2 ウェブアクセシビリティの例

高齢者や障害者がICTを活用して提供されるサービスを利用できるかどうかは、ホームページ等の設計者

や運用者が、多様な利用者を想定し、アクセシビリティの確保について、きちんとした対応を取っている

かどうかに依存している。

ウェブアクセシビリティの例をいくつか挙げると、まず全盲の視覚障害者の場合、ホームページ等の内

容を、画面の内容（文字）を音声で読み上げるソフト（スクリーンリーダ）等を使って理解している。し

たがって、写真などの画像情報については、そのままでは内容を把握できないので、「代替テキスト」を設

定し、画像が示す内容を読み上げさせなければならない（図表1）。また、色覚障害者や白内障の高齢者な

ど色の識別が難しい人たちへの配慮としては、色だけで情報を示さず、文字なども併用する工夫が必要と

なる（図表2）。上肢障害のために細かなマウス操作が困難な人のためには、小さな部分を選択させるので

はなく、なるべく大きな部分を選択できるような配慮が必要である（図表3）。

ウェブアクセシビリティの確保C O L U M N

A校 
B校 
C校 
D校 

A校 

B校 

C校 
D校 

色だけで円グラフの領域を表現 引き出し線をつけ領域の違いを表現 

代替テキストを設定
することで目が見え
ない人でも画像が示
す内容が理解できる 

（配慮なし） 

（配慮あり） 

（配慮なし） （配慮あり） 

ラジオボタンしかクリックできない 

テキスト部分もクリックできる 

図表１ 

図表２ 

図表３ 

参考URL http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/w_access/index.html



1 ICT人材育成

2 教育の情報化
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3 人材育成


